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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第83期

第１四半期
累計期間

第82期

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2019年10月１日
至 2020年９月30日

売上高 (千円) 2,279,905 15,902,295

経常利益又は経常損失（△） (千円) △294,581 491,640

当期純利益又は四半期純損失（△） (千円) △208,440 332,089

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 597,600 597,600

発行済株式総数 (株) 973,572 973,572

純資産額 (千円) 5,188,781 5,513,369

総資産額 (千円) 10,722,082 12,339,216

１株当たり当期純利益又は
１株当たり四半期純損失（△）

(円) △214.10 341.10

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － 120.0

自己資本比率 (％) 48.4 44.7

(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、ストックオプションとして新株予約権があり

ますが、当社株式は非上場であり期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

３．当社は2020年4月13日付けで普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っておりますが、前事業年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、1株当たり当期純利益又は１株当たり四半期純損失を算定しておりま

す。

４. 持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき重要な関連会社が存在しないため、記載

しておりません。

５. 当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2020年10月１日から2020年12月31日まで)及び第１四半

期累計期間（2020年10月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大につきましては、現在、状況を注視しておりますが、今後の経過によっ

ては当社の財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第１四半期累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の第２波の発生後、緩やかな収束傾

向になったことと、政府のGoTo事業による企業収益や雇用、所得環境も緩やかな回復基調で推移しました。しかし、

当感染拡大第３波による、首都圏を中心とした新規感染者の再拡大により、先行きはいまだ不透明な状況が続いて

おります。

一方、世界経済も未だその収束が見通せず、米大統領交代、英国のEU離脱後の通商問題などの懸念材料がいまだ

に多く、経済回復の先行き不透明感は続いております。しかし新型コロナウイルス感染症のワクチンが徐々に実用

化される想定のもと、2021年後半に向け緩やかではあるが回復傾向になるものと見込まれます。

このような環境の中、当社におきましては、顧客市場の拡大及び業績の向上に向け、多様化するお客様ニーズに

対応した製品の販売、並びに最適な厨房製品・システム及びサービス等の提案営業活動が可能な体制を強化し、業

績向上に努めてまいりました。その結果、新型コロナウイルスの影響による機器入替案件の延期分の受注が増えた

ことにより期初予算及び過去3ヵ年比で順調な売上を達成するとともに、利益面におきましても営業損失、経常損

失、四半期純損失それぞれについて前年同期間と比して改善がみられる結果となりました。しかしながら、今後は

当感染拡大第３波の拡大により営業活動に影響を及ぼす恐れがあり、予断を許さない状況が続くことが想定されま

す。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は、22億79百万円となりました。利益面につきましては、営業損失

は2億99百万円、経常損失は2億94百万円、四半期純損失は2億8百万円となりました。なお、当社の売上高は、通常

の営業形態として、第１、第３四半期会計期間に比べて第２、第４四半期会計期間に多くなるといった季節的変動

があります。

また、当社の事業セグメントは業務用厨房機器の製造・販売及び保守修理のみの単一のセグメントであるため、

セグメント情報の記載を省略しております。

(2) 財政状態の状況

当第１四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ16億17百万円減少し、107億22百万円となりました。

これは主に、商品及び製品が４億46百万円増加したものの、現金及び預金が６億27百万円、受取手形及び売掛金が

15億26百万円減少したことなどによるものであります。

負債合計は、前事業年度末に比べ12億92百万円減少し、55億33百万円となりました。これは主に、

支払手形及び買掛金が７億81百万円、賞与引当金が３億９百万円、未払法人税等が１億８百万円減少したことなど

によるものであります。

純資産合計は、前事業年度末に比べ3億24百万円減少し、51億88百万円となりました。これは主に、四半期純損失

２億８百万円を計上したことなどによるものです。

(3) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社の定める経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は17百万円となっております。

なお、当第１四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 主要な設備

当第１四半期累計期間において、当社の主要な生産設備について重要な変更はありません。

(7) 経営成績に重要な影響を与える要因

当社は、主として、学校、病院、官公庁、企業の事業所などの各施設における集団給食設備、ならびに、各種セ

ントラルキッチン、外食産業施設を対象とした厨房機械器具・食品加工機械器具の製造・販売、設計・監理・施工

を行う事業を行っております。学校給食、官公庁施設においては、わが国政府および各自治体の政策、予算編成の

動向が、また、民間の給食施設や外食産業施設等においては、国内外の経済動向と連動する設備投資動向が、当期

の経営成績に重要な影響を与える要因となります。

このような状況のもと、当社は、社会生活に欠かせない食のインフラを支える企業として、「人にやさしい」

「環境にやさしい」新製品および新システムの開発、厳格な品質管理、誠実な営業活動、きめ細やかなアフターサ

ービス、および、コンプライアンスの徹底に取り組んでまいります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,800,000

計 3,800,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 973,572 973,572 非上場 単元株式数100株

計 973,572 973,572 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　 該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年12月31日 ― 973,572 ― 597,600 ― 68,240

　



― 5 ―

(5) 【大株主の状況】

　 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
969,700

9,697 ―

単元未満株式
普通株式

3,872
― ―

発行済株式総数 973,572 ― ―

総株主の議決権 ― 9,697 ―

（注）「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式28株が含まれております。

② 【自己株式等】

2020年12月31日現在

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数の

合計(株)

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

（注）当社は、単元未満の自己株式28株を保有しております。

　 なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含まれております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2020年10月１日から2020年12月31日まで)及び第１四半期累計期間

（2020年10月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半

期レビューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第1四半期会計期間
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,930,236

受取手形及び売掛金 ※1　3,392,854

商品及び製品 1,139,142

仕掛品 719,728

原材料及び貯蔵品 261,883

その他 25,646

貸倒引当金 △1,000

流動資産合計 7,468,492

固定資産

有形固定資産

建物 3,826,893

　 減価償却累計額 △2,540,932

建物（純額） 1,285,961

　 土地 1,012,183

その他 1,162,441

減価償却累計額 △1,019,915

その他（純額） 142,526

有形固定資産合計 2,440,670

無形固定資産 28,163

投資その他の資産

関係会社長期貸付金 40,245

繰延税金資産 584,753

　 その他 250,067

貸倒引当金 △90,310

投資その他の資産合計 784,756

固定資産合計 3,253,590

資産合計 10,722,082
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(単位：千円)

当第1四半期会計期間
(2020年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1　3,392,249

短期借入金 230,000

１年内返済予定の長期借入金 84,000

未払法人税等 5,173

　 賞与引当金 90,959

　 製品保証引当金 26,196

その他 478,555

流動負債合計 4,307,135

固定負債

長期借入金 129,500

退職給付引当金 981,775

役員退職慰労引当金 103,836

その他 11,054

固定負債合計 1,226,165

負債合計 5,533,301

純資産の部

株主資本

資本金 597,600

資本剰余金 68,240

利益剰余金 4,519,915

自己株式 △131

株主資本合計 5,185,624

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,156

評価・換算差額等合計 3,156

純資産合計 5,188,781

負債純資産合計 10,722,082
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
当第1四半期累計期間
(自 2020年10月１日
至 2020年12月31日)

売上高 2,279,905

売上原価 1,676,277

売上総利益 603,628

販売費及び一般管理費 903,062

営業損失（△） △299,434

営業外収益

受取利息 137

受取配当金 62

受取家賃 1,462

仕入割引 2,310

その他 1,564

営業外収益合計 5,536

営業外費用

支払利息 472

その他 211

営業外費用合計 683

経常損失（△） △294,581

税引前四半期純損失（△） △294,581

法人税、住民税及び事業税 3,444

法人税等調整額 △89,586

法人税等合計 △86,141

四半期純損失（△） △208,440
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【注記事項】

(追加情報)

（新型コロナウィルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウィルス感染症の感染拡大により、営業活動に支障が発生するとともに、一部の案件において着工の

延期が発生しております。当社事業への影響は2022年９月期の一定期間まで続くものと仮定しておりますが、現時

点において限定的であると考えております。

(四半期貸借対照表関係)

※１ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当第１四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。

当第１四半期会計期間
(2020年12月31日)

受取手形 17,719千円

支払手形 186,861千円

(四半期損益計算書関係)

１ 売上高の季節的変動

当第１四半期累計期間(自 2020年10月１日 至 2020年12月31日)

当社の売上高は、通常の営業形態として、第１、第３四半期会計期間に比べて第２、第４四半期会計期間に多く

なるといった季節的変動があります。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2020年10月１日
至 2020年12月31日)

減価償却費 29,553千円

(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自 2020年10月１日 至 2020年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年12月18日
定時株主総会

普通株式 116,825 120 2020年９月30日 2020年12月21日 利益剰余金

２ 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは業務用厨房機器の製造・販売及び保守修理のみの単一のセグメントであるため、記載を省

略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期累計期間
(自 2020年10月１日
至 2020年12月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △214円10銭

(算定上の基礎)

四半期純損失（△）(千円) △208,440

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △208,440

普通株式の期中平均株式数(株) 973,544

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末か
ら重要な変動があったものの概要

―

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、ストックオプションとして新株予約権がありますが、

当社株式は非上場であり期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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